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資料１ 各事業における抜本的な改革等の取組事例 

（水道事業） 

１〔広域化等〕用水供給と末端給水の垂直統合（香川県、県内 16 市町） 

２〔広域化等〕県による用水供給事業の統合（千葉県） 

３〔広域化等〕定住自立圏を活用した秩父地域水道広域化の取組（秩父広域市町村圏組合） 

４〔広域化等〕北九州市による行政区域外への給水を通じた連携（北九州市、ほか 5 市 9 町） 

５〔広域化等〕用水供給と末端給水の垂直統合（岩手中部水道企業団） 

６〔広域化等・民間活用〕施設の共同設置・DBO 方式の活用（福岡県大牟田市・熊本県荒尾市） 

７〔広域化等〕新たな広域連携の取組（北奥羽地区水道事業協議会） 

８〔民間活用〕包括的民間委託（石川県かほく市） 

（下水道事業） 

９〔広域化等〕汚水処理施設の統廃合、汚泥処理の共同化（秋田県） 

10〔広域化等〕維持管理・事務の共同化（山形県新庄市と周辺町村） 

11〔広域化等〕最適な汚水処理施設の選択（最適化）（佐賀県） 

12〔民間活用〕包括的民間委託（堺市） 

13〔民間活用〕PPP/PFI（コンセッション方式）（浜松市） 

（交通事業（バス事業）） 

14〔民間譲渡〕官民バス網の再編（熊本市） 

15〔民間譲渡〕路線の効率化と利用者の利便性向上（兵庫県姫路市） 

16〔 その他 〕路線の再編・民間活用・給与費の見直しによる経営改善（横浜市） 

17〔事業廃止〕コミュニティバスへの移行（鹿児島県薩摩川内市） 

（電気事業） 

18〔民間譲渡〕水力発電の民間譲渡（三重県） 

19〔事業廃止〕ごみ発電の一般会計への移行（兵庫県尼崎市） 

20〔 その他 〕風力発電の適地での事業運営（北海道苫前町） 

21〔 その他 〕水力発電の地産地消エネルギーへの取組（山梨県） 

（観光施設その他事業） 

22〔民間譲渡〕地ビール園の民間譲渡（新潟県胎内市） 

（駐車場整備事業） 

23〔事業廃止〕駐車場の事業廃止及び跡地の有効活用（福岡市） 

24〔事業廃止〕駐車場の事業廃止（富山県、北海道網走市） 

25〔民間譲渡〕駐車場の民間譲渡（浜松市） 

26〔民間活用〕駐車場における PFI の導入（大阪府箕面市） 

27〔民間活用〕複数駐車場への一体的な指定管理者制度の導入（香川県高松市） 
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資料２ 各事業における経営指標案等 

１ 交通事業（バス事業） 

２ 電気事業 

３ 観光施設事業（休養宿泊施設） 

４ 駐車場整備事業 
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公営企業の経営のあり方に関する研究会 開催要綱 

 
１． 趣 旨  

公営企業は、飲料水・工業用水の提供や下水の処理、公共輸送の確保、医療の
提供をはじめ、地域において住民の暮らしを支える重要な役割を担っているが、高度
経済成長期以降に急速に整備された社会資本が大量に更新時期を迎えつつあり、
人口減少に伴う収入減等も見込まれる等、取り巻く経営環境は厳しさを増している。 

このため、総務省は「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26
年８月 29 日付け公営企業三課室長通知）において、各地方公共団体が公営企業の
経営健全化等に取り組むに当たっては、その前提として、まず現在公営企業が行っ
ている事業の意義、提供しているサービス自体の必要性について検証することを求
めているところである。 

また、一部の地方公共団体では、民営化や公共施設等運営権方式（コンセッション
方式）の導入等、民間経営主体の活用による、より効率的な経営手法の導入が模索
されている一方で、上下水道事業では、地域の実情に応じて、広域連携や事業の最
適化等に向けた検討も進められているところである。 
 こうしたことを踏まえ、公営企業について、廃止・民営化・広域化・民間活用といった
抜本的な改革の検討を行うために、「公営企業の経営のあり方に関する研究会」を開
催し、関係者の意見を伺いながら、公営企業の各分野について、抜本的な改革を検
討する上での考え方や、対象、課題、方策等についての整理を行うこととする。 
 
２． 名 称  
 本研究会は、「公営企業の経営のあり方に関する研究会」（以下「研究会」という。） 
 
３． 名 称  
 別紙構成員名簿のとおりとする。 
 
４． 運 営  
(1)  研究会に、座長１人を置く。座長は、研究会を招集し、主宰する。 
(2)  座長は、不在の場合など必要の都度、これを代行する者を指名することがで

きる。 
(3)  座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、そ

の意見を聴取することができる。 
(4)  座長は、必要があると認めるときは、研究会を公開しないものとすることがで

きる。その場合には、研究会終了後、必要に応じブリーフィングを行うこととする。 
(5)  研究会終了後、配布資料を公表する。また、速やかに研究会の議事概要を作

成し、これを公表するものとする。 
(6)  本要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は座長が定め

る。 
 
５． 運 営  
平成 28 年５月から開催する。 

 
６． 庶 務  
研究会の庶務は、総務省自治財政局公営企業課が行う。  



 

 

公営企業の経営のあり方に関する研究会 構成員名簿 

 

 

（座長） 

鈴 木
す ず き

 豊
ゆたか

 青山学院大学名誉教授  

（構成員） 

足 立
あ だ ち

 慎
しん

一郎
いちろう

 日本政策投資銀行地域企画部担当部長 

阿 部
あ べ

 博 樹
ひ ろ き

 宮城県仙台市交通局総務部経営企画課課長 

荒
あ ら

舘
だ ち

 誠
まこと

 石川県金沢市企業局経営企画部経営企画課長 

石 田
い し だ

 直 美
な お み

 日本総合研究所リサーチ・コンサルティング部門プリンシパル 

笠 松
か さ ま つ

 拓 史
ひ ろ し

 北海道大学公共政策大学院教授 

倉 本
く ら も と

 宜 史
た か し

 甲南大学マネジメント創造学部講師 

小 西
こ に し

 砂千夫
さ ち お

 関西学院大学大学院経済学研究科・人間福祉学部教授 

齊 藤
さ い と う

 由里
ゆ り

恵
え

 椙山女学園大学現代マネジメント学部准教授 

佐 藤 和
さ と う か ず

哉
や

 宮城県登米市水道事業所長 

塩 津
し お づ

 ゆりか 愛知大学経済学部准教授 

 

     （構成員は五十音順、敬称略） 

  

別紙 



公営企業の経営のあり方に関する研究会 検討経過 

 

第１回（平成 28 年 5 月 27 日） 

・ 公営企業の現状と最近の動き 

・ 抜本的な改革における論点・課題 

 

第２回（6月 16 日） 

・ 各事業別の現状・課題、抜本的な改革における論点・課題（１） 

（水道、工業用水道、交通（地下鉄・路面電車・バス・船舶）、電気、ガス） 

 

第３回（6月 30 日） 

・ 各事業別の現状・課題、抜本的な改革における論点・課題（２） 

（観光施設、駐車場整備、市場、と畜、港湾整備、宅地造成、下水道、病院） 

 

第４回（7月 28 日） 

・ 各事業における抜本的な改革の方向性（中間的な論点整理） 

・ 研究会後半の検討の基本的な方向性 

  

第５回（9月 5日） 

・ 経営比較分析表の拡大検討対象・経営指標案の検討（１）（バス・観光） 

  

第６回（10 月 14 日） 

・ 経営比較分析表の拡大検討対象・経営指標案に係る検討（２）（電気・駐車場） 

 

第７回（11 月 25 日） 

・ 水道事業及び下水道事業における改革の方向性（広域化等・民間活用） 

  

第８回（平成 29 年 1 月 12 日） 

 ・ 報告書骨子案の審議 

  

第９回（2月 21 日） 

 ・ 報告書案の審議 

 

※ 各回の配布資料及び議事概要は、総務省ホームページにおいて公表している。 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/koeikigyou/index.html 
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